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概要： 

本研究は，石川県小松市を流れる一級水系・梯川を対象とし，人口減少下において生じ得る余剰地を活

用して，河川周辺域に河道内水位の低減による氾濫制御を目的とした遊水地機能を有する公園緑地の整備

効果を検証するため，複数の設計ケースに基づく氾濫解析を実施した．公園緑地の設計条件，すなわち規

模，配置，周囲堤としての遊歩道の高さや遊水地地盤高，越流堤の高さが下流断面での水位低減効果に大

きく影響し，将来的に大規模な洪水が発生した場合でも一定の水位低減効果が期待できる可能性が示唆さ

れた．また，遊水地の規模や貯留容量が大きいほど高い効果が得られるわけではなく，様々な条件下での

検討が不可欠であることが示された．一方，不適切な設計での周囲堤からの氾濫が生じる可能性や，破堤

が生じた場合には経済損失の軽減は限定的であり，遊水地整備だけでなく，堤防強化や河道掘削などのハ

ード対策との連携も不可欠であることも示された． 
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１．はじめに 

近年，記録的豪雨や台風による洪水被害が深刻化して

いる．こうした災害の背景には，地球温暖化による気候

変動が大きく関与しているとされ，気候変動に関する政

府間パネル（IPCC）第6次報告書では，温暖化の進行に

より大雨の頻度と強度が増加し，局所的な洪水リスクが

高まると報告されている1)， 

こうした状況に対応するため，我が国では「流域治水」

の取り組みを推進しており，従来の堤防建設やダム改修

といったハード対策に加え，土地利用計画の見直しやハ

ザードマップの作成，情報共有の強化といったソフト対

策を組み合わせた包括的なアプローチを検討している． 

一方，我が国では少子高齢化に伴う人口減少が進行し

ており，将来は宅地や商業地に余剰地が生じることが想

定される．この余剰地を有効活用することは，流域治水

の実現においても重要である．小刀祢ら 2)は，石川県の

一級水系梯川流域を対象として，人口減少により生じる

余剰地を活用し，洪水氾濫発生時の経済損失が潜在的に

約 40%削減される可能性を示した．谷口ら 3)は同じく梯

川流域にて，人口減少下での市街化区域面積の変化を考

慮した都市構造変化の推定を行い，安全な地域への移転

が進み，洪水氾濫発生時の経済損失が軽減され得ること

を示した．また，岩﨑ら 4)は梯川流域における小学校の

移転・統合により最大で氾濫被害額が 15.1%減少し，市

街化区域面積の変更と組み合わせると被害額の減少率は

19.9%まで上昇することを示した．一方で，余剰地を活用

した氾濫制御施設等のハード対策の整備や，その効果に

関する研究などは進められていない．  

本研究では，石川県小松市を流れる一級水系・梯川を

対象とし，河川周辺に生じる余剰地を活用して，氾濫制

御を目的とした遊水地機能を有する公園緑地の整備を想

定した氾濫解析を実施する．様々な設定の遊水地を想定

し，遊水地の導入による下流域での河道水位の低下効果，

越流や破堤による氾濫発生の可能性，氾濫時の対象地域

の浸水深等の比較検討を行う．加えて，将来の人口減少

に伴う河川周辺からの移転シナリオを想定し，治水経済

調査マニュアル（案）5)に基づいて氾濫による被害額を

推定することで，遊水地の氾濫被害軽減効果を評価し，

適切な設計の重要性を明らかにする． 
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２．研究方法  

(1)対象地域 

本研究で対象とする梯川は，小松市と加賀市の境界に

位置する鈴ヶ岳（標高1,175m）を源流とし，山間部を北

流しながら郷谷川，滓上川，仏大寺川を合わせて平野部

に入り，鍋谷川，八丁川，前川と合流して日本海へ注ぐ．

幹線流路の延長は42km，流域面積は271.2km2である． 

梯川下流域に位置する小松市街地では，河床勾配が緩

く，川幅が狭いため，流下能力が低い．このため，上流

部で河道から溢れた氾濫流が左右岸の低平地に流下し，

海岸沿いに発達した砂丘に阻まれる結果，湛水時間が長

期化する特性を持つ．この特性により，氾濫時の被害は

さらに拡大する傾向がある．近年では，令和4年8月の

集中豪雨により，埴田水位観測所では観測史上最高水位

の5.90mを記録し，内水による浸水も発生した． 

 (2)対象降雨 

対象降雨については，梯川流域を対象とした擬似温暖

化手法を適用した数値気象シミュレーション結果 6)を用

いた． 本研究では，平成10年9月と平成25 年7 月の

発生した大雨に基づく250ケースを超える擬似温暖化シ

ミュレーションのうち3ケースを選定し，最大9時間雨

量が約260mm/9時間となるように引き伸ばして入力降雨

データを作成した．これらは，梯川流域の計画降雨であ

る135mm/9 時間を上回っており，河川整備完了後，気候

変化下で生じ得る大規模降雨による洪水発生時の水災害

リスクの検討に資するものである．なお，国土交通省に

よる梯川流域の想定最大規模降雨は350mm/9時間である． 

(3)流出解析及び氾濫解析 

流出解析には降雨流出氾濫モデル（Rainfall-Runoff- 

Inundation: RRIモデル）7)を用いる．河道網等の流域デ

ータは，全球水文データセットである HydroSHEDS を用

いて作成し，モデルの空間解像度は 500m である（図-1a）． 

氾濫解析には，様々な氾濫因子を考慮可能な一体解析

モデル（シームレスモデル）8)を用いる．シームレスモ

デルは，一次元河道モデル，下水道ネットワークモデル，

地表面氾濫モデルから構成されている．ただし，対象と

する梯川流域では，下水道ネットワークモデルに必要な

データが十分整備されていないため，氾濫流および内水

の排水については簡易排水モデル 9)を用いて算定した．

なお，一次元河道モデル及び地表面氾濫モデルの空間解

像度は200 m 及び40 m である．破堤については，破堤

幅が 1時間で初期幅 （10m）から最終幅（100m）まで広

がり，破堤時には堤防基部まで破壊されると仮定した． 

(4)遊水地機能を有する公園緑地の設定 

本研究では，洪水リスク軽減を目的として，人口減少

下で生じる余剰地を活用した，遊水地機能を有する公園

緑地の整備を提案する（図-2）．河道と公園緑地の間には

越流堤を設けることを想定し，河川水位が越流堤より高

くなると，水が遊水地へ流入し，一時的に貯留される． 

遊水地設置のパターンは，設置場所，遊水地の形状，

規模，遊水地の堤防の役割を果たす遊歩道の高さ，遊水

地の地盤標高，越流堤の位置や高さを変化させ，様々な

条件下での効果を比較・検討を行う．公園緑地では周囲

堤の機能をもつ遊歩道を整備することを想定し，遊歩道

（周囲堤）に該当するメッシュの地盤高を上げることと

した．また，遊水地の貯留容量を増加させるため，遊水

図-1 a) RRIモデルによる流出解析の対象域と河道，b) シ

ームレスモデルによる氾濫解析の対象域（黒太線） 

図-2 人口減少下での居住地移転と遊水地機能を有する

公園緑地整備のイメージ 

表-1 公園緑地の諸元の設定 

遊歩道（周囲堤）の

地盤高 

＜パターン1，2，2A，2B＞ 

5.0m，5.55-6.0m，6.0m 

＜パターン3＞ 

7.0-8.5m，7.5m 

＜パターン4＞ 

6.5m 

遊水地内の地盤高 

または変化量 

＜パターン1，2，2A．2B＞ 

変化なし，0.5m低下，一律1.5m，

一律2.5m 

＜パターン3，4＞ 

変化なし，0.7m低下，一律4.0m 

越流堤高さ ＜パターン1，2，2A，2B＞ 

4.0m，4.5m，4.7m，5.0m 

＜パターン3，4＞ 

6.0m 
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地に該当するメッシュの地盤高を下げた．ただし，地盤

高を下げないケースも想定した．また，公園へ導水する

ための越流堤については，堤防データおよび標高データ

を用い，導水するメッシュの堤防高を下げて越流堤の高

さと一致させ，標高データも越流堤高さと等しく設定し

た．表-1に公園緑地の諸元の設定のパターンを示す． 

公園緑地の設定場所を図-3に示す．場所選定において

は，将来の人口減少により生じる余剰地の利用を前提と

し，主要幹線道路，樋管，変電所などの重要施設を避け，

田畑，住宅地等の設置が比較的容易な場所を優先した． 

氾濫解析の各ケースについては，設置のパターンと表

-1の諸元を用いて以下のように命名する． 

 

ケース名：SITE[パターン]_R[遊歩道地盤高]_B[遊水地

内の地盤高または変化量]_L[越流堤高さ] 

 

例えば，パターン1で遊歩道地盤高を下流側が5.55m，

上流側が6.0m，遊水地内の地盤高を1.5m，越流堤高さを

4.0mとした場合は，SITE1_R5.55-6.0_B1.5_L4.0とする．

また，設置場所がパターン2で遊歩道地盤高を6m，遊水

地内の地盤高を元の地盤から0.5m低下させ，越流堤高さ

を4.5mとした場合は，SITE2_R6.0_B-0.5_L4.5とする． 

(5)氾濫被害額の算定 

氾濫被害額は，治水経済調査マニュアル（案）5) を参

考に算定する．被害額算定では，住宅地・市街地等では

家屋被害，家庭用品被害，事業所償却・在庫被害が生じ，

農地では農作物被害が発生するとした．土地利用種別に

は国土交通省による土地利用細分メッシュを用いた．浸

水深45cm以上で床上浸水が発生するとし，土壌堆積は考

慮しない．農作物被害は，田とそれ以外の畑地として被

害額を算定した．畑地では，主要農作物の平均評価額に

近いトマトの評価額を代表とする手法により被害額を算

定する．被害額算定に必要な各種評価額及び各被害率算

定に要する浸水深ごとの被害率は，治水経済調査マニュ

アル（案）によるものを用いた． 

本研究では，人口減少下での余剰地を活用した世帯移

転と公園緑地整備をセットとして想定している．氾濫被

害額についても移転後の世帯分布に基づいて算定する．

移転後の世帯分布推定の概要は以下①～③の通りである． 

 

①小松市における2050年時点での人口減少率（0.811）

を乗じて将来の世帯数分布を求める． 

②現在の世帯数と2050年の世帯数の差を，各メッシュ

において転入できる世帯数とする． 

③小松駅周辺の利便性の高いメッシュを移転先として

選定し，公園緑地整備候補地の世帯を割り当てる． 

 

なお，氾濫被害額算定に必要な従業者数についても，

世帯移転に従って変更した．  

 

３．氾濫解析結果 

本章では公園緑地整備の効果を検討するため，1 次元

河道モデルにおける河道内水位の比較を行う．また，周

囲堤の高さ不足や遊水地の貯留容量不足による氾濫が生

じるケースがみられたため，それらの比較を行う．さら

に，河道内水位の低下が十分でなく，破堤が想定される

ケースもあったことから，公園緑地を整備した上で，破

堤を想定した氾濫解析の結果を示す． 

(1)1次元河道モデルによる水位の算定結果 

本節では，破堤が発生しないと仮定した場合の氾濫解

析における，公園緑地整備時の河道内水位を比較する．

なお，パターン1パターン2，及びパターン4において

は，周囲堤の高さ不足や貯留容量の不足などにより，遊

水地からの越流氾濫が生じるケースが発生した．ここで

は，パターン1，2，2Bの結果を示す． 

a）パターン1 

図-4はパターン1の各ケースと公園緑地が整備されな

いケース（以下，CTLとする）における，河口から5.6km

から7.8kmの断面における最高水位である．すべてのケ

図-3 氾濫解析における公園緑地の設置箇所（図中の水色の

地域）．a)パターン1，b）パターン2，c)パターン2A，

d)パターン2B，e）パターン3，f)パターン4 
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ースで遊水地を設置しないCTLより水位が低下している．

個別のケースでは，SITE1_R5.55-6.0_B0.0_L4.0を除き，

遊水地から越流が発生した場合（SITE1_R5.0_B0.0_L4.0，

SITE1_R5.0_B-0.5_L4.0，SITE1_R5.0_B1.5_L4.0）では，

河道から遊水地に洪水流が流入したことで顕著な水位低

下が生じた．SITE1_R5.55-6.0_B0.0_L4.0 と遊水地から

の越流氾濫が発生しない場合（SITE1_R6.0_B0.0_L4.0，

SITE1_R6.0_B-0.5_L4.0 ， SITE1_R6.0_B2.5_L4.0 ，

SITE1_R6.0_B1.5_L4.0）では，水位低下はさほど大きく

なかった．これらのケースでは，河口から 6.2km（断面

32）より上流区間で最高水位がHWLを超えていた． 

b）パターン2 

パターン2では越流堤の高さを4.0m，4.5m，4.7m，5.0m

と変化させて氾濫解析を行った．図-5 は遊歩道高さを

6.0m，遊水地内の地盤高を1.5mまで掘削させた際の結果

である．いずれもCTLよりも河道内水位の低下がみられ

る．また，越流堤高さが高いほど河道内水位が低下して

いる．越流堤高さを高くすることで，遊水地への洪水流

入のタイミングは遅くなるが，危険性が高まりつつある

段階で洪水流が遊水地へ導入されることとなり，適切な

水位低下ができていると考えられる．  

c）パターン2B 

図-6はパターン2Bにおいて越流堤高さを4.0mとした

ケースの最高水位の比較である．遊水地内を掘削し，貯

留容量を大きくしたケースで最高水位の低下が顕著であ

る．図-7 は越流堤高さを5.0m としたケースである．遊

水地内の地盤高が高いケースでは，最高水位の低下がみ

られるが，遊水地内の地盤が低いケースでは上昇してい

る．貯留容量が小さいケースでは，水位上昇前に遊水地

の使用率が高まることがなくなり，最高水位が低下した

と考えられる．一方，貯留容量が大きく遊水地に余裕が

ある場合，越流堤高さが低いケースでは遊水地に誘導さ

れていた洪水流がそのまま下流に流れることになり，水

位低減効果が小さくなったと考えられる． 

(2)遊水地からの越流による浸水 

周囲堤の高さ不足や貯留容量の不足などにより，遊水

地からの越流氾濫が生じるケースが見られた．図-8はパ

図-4 パターン1における河道内の最高水位 

図-5 パターン2における河道内の最高水位．遊歩道高さを

6.0m，遊水地内の地盤高を1.5mとした際の結果． 

図-6 パターン2における河道内の最高水位．遊歩道高さを

6.0m，越流堤高さを4.0mとした際の結果． 

図-7 パターン2における河道内の最高水位．遊歩道高さ

を6.0m，越流堤高さを5.0mとした際の結果． 
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ターン1のうち，遊歩道の高さを5.0m，5.55-6.0m，6.0m

に変化させたケースの浸水深分布である．なお，いずれ

も遊水地内の地盤高は元のままであり，越流堤高さは

4.0mとした．周囲堤の高さが低いケースでは，広範囲で

浸水が生じ，十分な高さが必要であることがわかる．  

図-9は越流堤高さを変化させた結果である．先述のよ

うに越流堤を高くすると遊水地への流入が遅くなり，遊

水地は余裕がある状態が維持され，周囲堤からの氾濫が

生じる場合でも浸水域を小さくすることができる． 

遊水地の貯留容量は地盤の掘削によっても大きくする

ことが可能であるが，越流堤が低い場合には流入量が多

く，周囲堤からの氾濫は大きいままである（図-10）． 

(3)破堤を想定した氾濫解析 

図-11 に破堤を想定した氾濫解析結果を示す．なお，

結果は左岸・右岸での破堤について個別に実施した氾濫

解析結果の合成図である．遊水地から氾濫が発生しなか

ったケース（SITE2_R5.55-6.0_B0.0_L4.0）とCTLを比較

すると，浸水深分布は類似していた．一方，遊水地から

氾濫が発生したケース（SITE2_R5.0_B0.0_L4.0）を CTL

と比較すると，左右岸においてCTLでは浸水が発生しな

い領域にも浸水が生じた．左岸西部および右岸で浸水範

囲の拡大が顕著であり，右岸では浸水高さ1m以上2m未

満のメッシュが多く占めている．また，流域の南側にお

いて， CTL では浸水高さ0.5m〜1m のメッシュが多く占

めているのに対して，遊水地からの氾濫が発生したケー

スでは浸水高さ0.5m〜2mのメッシュが多く占めている． 

 

４．氾濫被害額の算定 

本研究では梯川における計画降雨を上回る規模の降雨

を入力としており，破堤が生じない場合であっても山間

部の出口部分で氾濫が生じており，この氾濫による被害

図-8 パターン1における浸水深分布．遊水地の地盤高は変化

させず，越流堤高さを4.0mとしたケースの結果． 

図-9 パターン1における浸水深分布．遊歩道高さを5.0m，

遊水地の地盤高は変化なしとしたケースの結果． 

図-10 パターン1における浸水深分布．遊歩道高さを5.0m，

越流堤高さを4.0mとしたケースの結果． 

図-11 破堤を想定した氾濫解析結果 
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額は約16.6億円である．また，遊水地の周囲堤からの氾

濫が発生する場合の被害額は遊水地の設定ごとに異なる

が，最大で約200億円にのぼる（図-12）． 

図-13 は破堤を想定した場合の氾濫被害額の分布であ

る．遊水地からの氾濫が生じないような設計がなされた

場合でも破堤が生じた場合にはCTLと同程度の被害が発

生しており，遊水地を整備した場合でも破堤が生じない

堤防の整備と維持管理が不可欠である．周囲堤からの氾

濫が生じるような遊水地整備がなされた場合には，氾濫

被害額はCTLを大きく上回る結果となった． 

 

５．まとめ 

本研究は，石川県小松市の一級水系・梯川を対象とし，

河川沿いに生じる余剰地を活用した遊水地機能を有する

公園緑地の整備効果を検証するため，複数の設計ケース

に基づく氾濫解析を実施した．各ケースで，下流域での

河川水位低減効果と計画高水位との比較を行い，破堤リ

スクの軽減効果を評価した．また，遊水地からの氾濫発

生の有無の確認と，氾濫した場合の浸水域や浸水深から

公園緑地設計の適否を評価した．さらに，河道水位の低

減が不十分でない場合について破堤を考慮した氾濫解析

を実施した．加えて，将来の人口減少に伴う居住地移転

を想定し，世帯数および従業員数の変化を踏まえた氾濫

被害額の算出を行った． 

氾濫解析の結果，公園緑地の設計条件（規模，配置，

遊歩道や遊水地の設定，越流堤の高さや配置）が，下流

域での水位低下効果に影響することが確認された．必ず

しも規模や貯留量が大きいほど絶対的な効果が得られる

わけではなく，効果の評価には複数のケースを想定する

必要があるが，適切な設計であれば下流断面での水位低

減が可能であり，将来的に大規模な洪水が発生した場合

でも破堤リスクの軽減効果が期待できる． 

一方，破堤を考慮した場合，遊水地が整備されても，

計画高水位（HWL）を超えて破堤が発生すると，遊水地に

よる貯留効果は限定的であることが明らかとなった．本

研究では，仮に遊水地を設けたとしても，HWL を超える

状態で破堤が生じた場合，リスク低減効果は十分ではな

く，経済損失は遊水地が整備されない場合と同等の規模

となった．遊水地整備だけでなく，堤防強化や河道掘削

などのハード対策との連携も不可欠である． 

今後，異なる洪水波形に基づく検討や，河道と遊水地

を一体的に表現したモデルにより洪水流の挙動を明らか

にすることが不可欠である． 
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図-12 破堤が生じない場合の氾濫被害額分布． 

図-13 破堤が生じる場合の氾濫被害額分布． 


